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「三田学会雑誌」1 0 4巻 2 号 （2 0 1 1 年 7 月）

山ロ幸三著

『現代日本の世帯構造と就業形態の変動解析 

—— 公的統計のミクロ統計活用序説—— 』

財団法人日本統計協会， 2 0 1 1 年 2 月，2 1 8 頁

本書は，労働力調査のミクロデータリンケージ 

に基づく動態統計の編成と利用に関する研究書で 

ある。総務省統計局の労働力調査は，その調査の 

性質からパネルデータを作成することが可能であ 

ることがこれまでにも指摘されていた。ただし， 

そのパネル化に関して，標本設計をはじめとした 

様々な留意点について言及した論文は存在しない。 

本書では，実際の調査にも詳しい著者がミクロデ一 

タリンケージによるパネル化やそれに基づく動態 

統計作成の調整方法などを詳細に説明している。 

このことから，本書は，統計調査に関して理解を 

深めたい学生や，ミクロデータ分析を実施してい 

る研究者にとって，有益な參考書となる性質を併 

せもっている。

本書における動態統計作成の検討は，著者が一 

橋大学経済研究所在籍時に実施した目的外使用に 

よる個票データの分析が基となっている。本書は 

3 部からなり，その構成は以下のとおりである。

第 I 部ミクロデータによる異時点比較の方 

法と分析

1 統計調査の現状とそのミクロデータの利用 

2 家族周期と世帯構造の現状 

3 動態統計による世帯構造変動の解明 

4 動態統計による就業異動の解明

第 I I 部リンケージの手法と集計データ 

1 リンケージによるパネル化に基づく動態統

計の編成 

2 リンケージの手法 

3 集計データ 

4 労働力調査の標本構造

第 I I I 部公的統計ミクロデータの開示の新 

たな展開 

1 新たな統計制度 

2 これまでのミクロデータの利用 

3 新統計制度下のミクロデータの利用

第 I 部では，世帯構造と就業形態の変動に関す 

る分析結果がまとめられている。第 I I 部では，ミ 

クロデータリンケージの方法とその問題点といっ 

た動態統計作成の技術面が整理されている。第 I I I  

部では，本研究の前提となる統計制度の枠組みと 

その運用を解説している。このように，第 I 部は 

研究成果，第 I I 部は研究の技術的な背景，第 I I I  

部は研究の制度的な背景をそれぞれ論じた構成で 

ある。研究論文では，研究成果のみを明らかにし 

て，実際の分析を追試することが難しい場合があ 

る。一方，本書は，技術的な方法も詳細に解説し 

ているため，ミクロデータリンケージに関する理 

解を深めることができるとともに，追試の実施も 

可能である。

著 者は「はしがき」において，動態統計作成の 

背景には，新統計法における公的統計整備の基本 

的な視点である「調査票情報の高度利用を促進す 

ることにより，既成の集計表のみでは得られない 

多様な情報を利用可能とすること」があるとして 

いる。そして，著者は本書を「新たな統計調査を 

実施することなく，既存の総務省統計局の労働力 

調査の 1 9 9 1 ~ 2 0 0 6 年のデータを用いて動態統計 

をミクロデータリンケージによるパネル化に基づ 

く手法によって編成し，その統計に基づき静態統 

計事項である世帯構造と就業形態の変動の実態を 

分析することができることを示したものである」 

と概説している。

第 I 部第 1 章から第2 章にかけては，公的統計

—— 187 (339) ——



における統計調査の種類やデータの特性，標本設 

計などの用語や概念の説明がある。これらは，分 

析を整理した第3 章と第4 章を読む際の基礎知識 

となる。

労働力調査では，抽出された住戸に居住する世 

帯を 2 か月連続して調査し，1 0 か月経過後，再び 

2 か月連続して調査を行う。例えば， ある年の4 

月と 5 月に連続して調査された住戸は翌年も同じ 

4 月と 5 月に再度調査を行う。ここでいう住戸と 

は，住宅以外に，宿泊施設や事務所など人が居住 

可能な建物も含んでおり，調査対象名簿を作成す 

る際の基本的な単位である。労働力調査では，世 

帯が転出しない限り1 年後に同じ世帯が調査され 

るため，その世帯に属する世帯員の就業などの変 

化を把握することができる。ただし，再度調査さ 

れた世帯が1 年前と同じ世帯であるのか，あるい 

は世帯員が同じであるのかについての情報は得ら 

れていない。そこで， 1 年目と 2 年目ともに調査 

された継続調査世帯について，世帯と世帯員の照 

合を行って作成した動態統計が本書で作成された 

新たな統計である。本書では，動態統計として世 

帯動態統計と就業動態統計を作成している。

第 I 部第 3 章では，作成した世帯動態統計から 

把握できる世帯構造の変動について分析している。 

最も基本的な事項として，世帯の約 15 % が 1 年 

間に転出あるいは転入で入れ替わっていることが 

わかった。また，継続調査世帯のうち約20 % の 

世帯では，世帯員の一部が移動している。世帯の 

転出入と合わせると， 1 年間で約 30 % の世帯に 

おいて，世帯ごと，あるいは世帯員の一部に移動 

がおこっている。このような世帯と世帯員の変動 

は，静態統計からはわからない事項である。

世帯動態統計から理解できる状況をみるため， 

2 0 0 5 年から 2 0 0 6 年における4 人世帯の状況を 

例に挙げる。2 0 0 5 年の 4 人世帯 7 8 4 万世帯のう 

ち転出した世帯は6 7 万 世 帯 （7 8 4 万世帯の約 9 

% ) で，2 0 0 6 年も同じ住戸に居住していた世帯は 

7 1 6 万 世 帯 （約 9 1 % ) である。2 0 0 5 年と 2006 

年で継続して調査できた7 1 6 万世帯のうち4 人世

帯のまま変化のない世帯が5 7 9 万世帯（7 1 6 万世 

帯のうち約8 1 % ) ，3 人以下の世帯になった世帯 

が 1 0 4 万世 帯 （約 15 % )，5 人以上の世帯になっ 

た世帯が3 4 万 世 帯 （約 5 % ) である。4 人世帯 

では，世帯の規模が大きくなるよりも，世帯規模 

の小さい3 人以下の世帯になる比率が高くなって 

いる。また， 2 0 0 6 年時点での4 人世帯は7 7 8 万 

世帯であり， 2 0 0 5 年の 7 8 4 万世帯から約6 万世 

帯減少した。1 9 9 1年から2 0 0 5 年までの傾向とし 

て， 3 人以下の世帯は増加し， 4 人以上の世帯は 

減少しており，世帯規模は縮小傾向にある。また 

3 人世帯は，2 0 0 4 年までは増加していたが，2005 

年は横ばい， 2 0 0 6 年には減少に転じている。こ 

のことから， 2 0 0 6 年には，単身世帯と 2 人世帯 

が増えて， 3 人以上の世帯は減少している。

世帯員の主な変動要因は， 出生，結婚，他の世 

帯からの同居，離別，別居，施設への入居，死亡 

である。とくに，親の同居している世帯では，家 

族類型が他の区分に異動する比率が高い傾向にあ 

る。例えば， 2 0 0 5 年から 2 0 0 6 年への変化では， 

夫婦と親と子の世帯という3 世代家族の継続調査 

世帯 2 5 2 万世帯のうち，家族類型の変化がないの 

は 2 0 3 万世帯（約 8 1 % ) であり，残りの 4 9 万世 

帯 （約 19 % ) は 1 年後には他の区分へと変化し 

た。変化した世帯は，夫婦と子の世帯への1 8 万 

世 帯 （約 7 % )，その他の世帯への1 3 万 世 帯 （約 

5 % )，夫婦と親の世帯への1 1 万 世 帯 （約 4 %) 

である。親がいなくなった1 8 万世帯（約 7 % ) で 

は，親の施設への入居や死亡などが考えられ，子 

供がいなくなった1 1 万世帯（約 4 % ) では，子供 

の進学や就職，結婚などによる別居が考えられる。

本書には， これら概要的な世帯構造の変動のほ 

かに， さらに詳細な変動に関する分析についても 

示されている。一つの例は，親の世帯に子夫婦が 

入るのか，あるいは親を子夫婦が引き取るのかと 

いう世帯異動の分析である。この場合，子夫婦が 

親夫婦の世帯に転入するよりも，親夫婦が子夫婦 

の世帯に転入してくる割合の方が高い。また，男 

親または女親がその子夫婦の世帯に転入するよう
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な場合，女親が 9 割以上と圧倒的に多く，年齢は 

6 5 歳から増加してくる。

さらに，結婚や離別•死別による異動状況の変 

化が示されている。単身世帯から夫婦世帯になっ 

た男性の世帯主年齢は上昇傾向にあり， 1 9 9 0 年 

代前半は 3 0 歳くらいであった平均年齢が， 2005 

年から 2 0 0 6 年への変化では3 5 歳以上になった 

ことがわかった。また，子供がいる夫婦が離別 - 

死別をした場合， 同じ住戸に住み続けた継続世帯 

で，男性で単身となるのは約3 割，女性で単身と 

なるのは1 割以下である。単身になる場合以外は 

ほとんどが片親と子の世帯になるため，配偶者と 

離別 •死別のあとに同じ住戸に住み続けた女性の 

場合，約 8 割が子供と住み続けることが明らかに 

なった。

第 I 部第 4 章では，就業動態に関する分析につ 

いてまとめられている。これらは，第 3 章での世 

帯動態統計と同様に，世帯員の就業状態（基本的 

に就業と失業，非労働力の 3 状態）の 1 年間の 

変化を動態統計として作成したものに基づいてい 

る。労働力調査の2 か月間の変化に着目したミク 

ロデータ分析は多いものの， この動態統計のよう 

に 1 年間の変化を分析した研究は非常に少ない。 

なぜなら， ミクロデータリンケージの作業におい 

て留意しなければならない点が多いからである。

就業動態はフロー の規模と遷移確率によって表 

現され， これらから就業異動に関する変化や内訳 

を知ることができる。失業者数は，1 9 9 0年代前半 

には概ね2 0 0 万人以下であったが，年々増加し， 

1 9 9 9年から2 0 0 4年にかけては3 0 0 万人を超えて 

いた。とくに，2 0 0 2年，2 0 0 3年には失業者が350 

万人を上回った時期もある。ここで，就業から失 

業へのフローと失業から就業へのフロー を比べる 

と，フローの差が最も大きかった時期は1 9 9 8年か 

ら 1 9 9 9年にかけての時期である。そして，2003 

年には失業から就業へのフローが就業から失業へ 

のフローを上回り，失業者数が減少しはじめた。 

一方，失業から就業への遷移確率は2 0 0 2 年から 

上昇傾向にあるが，その上昇分は非正規雇用の就

業が増加したことによるものであり， とくに派遣 

社員への遷移確率が上昇していることがわかった。 

なお，本書では， 1 9 9 1年から 2 0 0 6 年までの男女 

別の労働力3 状態間の就業異動や遷移確率の集計 

表を掲載しており，それらは添付のC D -R O M に 

収録されている。

世帯動態と同様に，就業動態においても詳細な 

変動に関する分析が示されている。一つの例は， 

学卒未就職者の状況である。調査票において，仕 

事を探し始めた理由を「学校を卒業したから」と 

している人を学卒未就職者として定義すると，学 

卒未就職者の就業へのフローは年々増加している 

ものの，それ以上に失業へのフローの大きいこと 

がわかった。

世帯動態と就業動態とを合わせて分析した例と 

しては，子供が生まれた場合の女性の就業変化が 

ある。これは，世帯動態として，夫婦世帯から夫 

婦と子の世帯へ異動した場合に限定して，女性の 

就業異動を観察したものである。1 9 9 0 年代前半 

には，仕事を主に就業している者の50 % 以上が 

出産を機に非労働力に異動し，25 % 程度がそのま 

ま仕事を主に就業，10 % 程度が休業へという状況 

であった。この状況は年々変化しており，非労働 

力への異動が減り，休業となる比率が上昇傾向に 

ある。この変化は育児休業制度などが整備されて 

きたことの影響とみることができる。

就業動態統計の有用性を高める方法として，著 

者は一つの提案をしている。それは，現状では 2 

年 目 2 か月目に調べている特定調査票を1 年目 

2 か月目にも記入してもらうことである。特定調 

査票では，就業者には雇用形態や就業に対する考 

え方を，失業や非労働力の場合には，求職活動や 

非求職の理由などを尋ねている。このような就業 

状態に伴う背景情報がわかれば，就業動態の変化 

に係わる情報量は飛躍的に増加することが予想さ 

れる。

第 I I 部では，パネルデータやミクロデータリン 

ケージなどの解説を踏まえて，本書における動態統
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計作成の詳細と他のフロ一統計との比較を行って 

いる。動態統計作成では，様々な留意点を検討し 

たうえで，ミクロデ一タリンケージの結果やチェッ 

ク方法，ストックデータとの調整方法が解説され 

ている。

作成された2 種類の動態統計の主な特徴は以下 

の 5 点である。（1) 既存の統計調査の結果を利用 

して作成したこと。（2) 2 時点の状態を調査した 

パネル調査に基づく動態統計であること。（3 ) 対 

象世帯数，世帯員は，年間で約 1 3 万世帯，約 32 

万 5 千人となるため，大規模標本調査並みのデ一 

タに基づいていること。⑷年単位，四半期単位， 

月単位での時系列変化を捉えることができること。 

( 5 ) 異動は対前年同月に対応しているため，季節 

変動を含まないこと。また，本書内では強く指摘 

していないが，これまでの多くのフロー統計と異 

なる点として，世帯数や就業者数を調査報告書の 

数値に合わせるために調整を行っていることが挙 

げられる。

動態統計を利用する際の留意点の多くは，調整 

方法と統計作成上の仮定に起因している。例えば， 

就業動態統計では，ストックとフローのデータの 

整合性を保つように繰り返し比例補正を用いて調 

整している。しかし，この調整によりフローデ一 

タに偏りの生じている可能性がある。また，統計 

作成上の仮定とは，労働力状態の異動において， 

継続調査世帯員のフロー と転出入世帯員のフロー 

を同様と仮定することや，比推定の際に世帯主と 

世帯主以外の世帯員の補足率を等しいと仮定する 

ことなどである。

世帯と世帯員の照合において問題となるのは， 

世帯主が交代している場合や1 年目と2 年目の調 

査票において記述内容が微妙に異なっている場合 

である。とくに後者の場合には何らかの判断によ 

り同一世帯であるのか否かを決定しなければなら 

ない。世帯の照合は基本的に，世帯符号と世帯主 

の性別，出生年月によるリンケージを実施し，世 

帯主が交代した世帯（世帯主の転出を含む）も同 

一世帯とみなすことにしている。

第 I I I 部では，ミクロデ一タ利用の統計制度の 

枠組みと運用についてまとめている。旧統計法か 

らの環境改善やミクロデータ利用の変遷にも言及 

している。とくに，著者が 2 0 0 6 年以降，担当者 

として携わった匿名標本データの作成とその試行 

的提供については，利用の実態や提供の意義に関 

する考察が述べられている。

本書は，労働力調査のミクロデータリンケージ 

に基づく動態統計の編成と利用について整理した 

ものであり，動態統計の意義を研究成果に基づい 

て解説したものである。しかしながら，動態統計 

によって得られる可能性のある事項をすべて挙げ 

たわけではない。作成された世帯動態統計や就業 

動態統計を用いれば，本書で指摘していることよ 

りも多くの変化について観察することが可能であ 

る。例えば，世帯員の変動に関する集計から，子 

の出生や転出など居住に基づくライフサイクルの 

研究を行うこともできる。もちろん，世帯員の転 

出入に係わる詳細な分析を行うためには，転出入 

に関する簡単な調査項目を労働力調査に加える必 

要がある。

著者は，特定調査票を1 年目にも記入してもら 

うことにより動態統計はさらに充実することを指 

摘している。特定調査票を2 時点調べることがで 

きれば，意識面も含めた就業に関する変化を把握 

することができる。回想方式の調査と異なり，非 

標本誤差の小さいパネル調査に基づく変動の情報 

は，様々な分野で活用可能であろう。残念ながら， 

著者の指摘によって得られる予想成果について本 

書内に詳しい記述がない。今後の課題として，特 

定調査票の情報が2 時点得られた場合や新しい調 

査項目を追加した場合に予想される動態統計の状 

況を示すことが考えられる。本書の研究が公的統 

計における動態統計作成の礎となり，調査票情報 

の高度利用が促進されることを期待する。

稲 葉 由 之  

(経済学部教授（有期)）

—— 190 (342) ——


